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２０１０年の県民指標（１５０指標２００目標値）

２０１０年の県民指標は、計画に掲げられた各分野ごとの目標を、具体的な数値で県民にわかりやすく示し、県民

参画で計画を推進していこうとするものです。

この指標は、毎年、到達度を調査し、施策や事業の成果を評価していく際に活用していきます。

人

材

立

県

政策の柱 施策分野 ２０１０年の県民指標

元気とやまの推進

�若者の県内への定着割合
�合計特殊出生率
�多機能保育所の整備数
�放課後児童クラブ数
�延長保育の実施保育所数
�育児休業の取得率
�児童館、児童センター、ミニ児童館の設置数
�青少年ボランティアの登録者数
�６０歳代の労働力率
�審議会等における女性委員の割合
�富山県民共生センターの各種講座受講者に占める男性の割合
�ボランティアリーダー養成数
�ボランティア登録者数
�ボランティアネットワークの参加団体数

健康づくりと
スポ－ツの振興

�質量ともにきちんとした食事をする人の割合
�肥満傾向の児童の割合
�朝食欠食生徒の割合
�外食料理栄養成分の表示店数
�県営体育施設の利用率
�スポーツリーダー数
�チャレンジ３０１５受賞者率
�スポーツ実施者の割合
�総合型地域スポーツクラブ数
�国体男女総合成績の順位
�健康教育の実施回数
�健康診査等の受診率
�むし歯のない子どもの割合（３歳児）
�一般病床数
�腎臓・角膜・骨髄の提供者登録数
�救急患者の圏域内搬送率
�救急医療情報システムへのアクセス件数
�医療従事者数

教育の充実・
生涯学習の推進

�家庭教育講座等の参加者数
�家庭教育指導者の登録人数
�学校評議員制度の実施校の割合
�ホームページによる情報提供を行う学校の割合
�基礎学力の定着度
�インターンシップ制度の体験者の割合
�宿泊学習の参加学級の割合
�いじめの発生件数
�不登校生徒の出現率
�体力テストの成績
�小・中・高等学校における校内LANの整備率
�情報通信ネットワークのために高速通信回線を整備した高校の割合
�県立図書館の年間入館者数
�生涯学習の受講者数
�「とやま学遊ネット」に登録されているデータ数及びアクセス件数

科学と文化の振興

�大学等への進学者のうち自然科学系学部等への進学者の割合
�外国人研究員・技術研修員の受入れ者数
�県立美術館・博物館の年間観覧者数
�県・国指定の史跡の公園化件数
�文化ホールボランティアの組織数、人数

心豊かな社会の実現 �人権教育・啓発の講演会等への参加者数
�児童虐待相談にかかる関係機関との連携割合 ５４指標７３目標値
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生

活

立

県

環

境

立

県

政策の柱 施策分野 ２０１０年の県民指標

地域総合福祉の
充実

�富山県福祉カレッジの受講者数
�県内における介護福祉士の登録者数
�歩道の段差解消率
�高齢者の福祉施設等の整備数
�在宅福祉のサービス量
�身体障害者更生施設の定員数
�知的障害者援護施設の定員数
�精神障害者社会復帰施設の整備数、定員数
�社会適応訓練を受けた精神障害者の数

安全な暮らしの
確保

�人口１万人当たり出火件数
�自主防災組織の組織率
�信号機の設置数
�歩道設置率

快適な生活の実現 �汚水処理施設の整備率

総合的な
交通政策の推進

�高速道路の供用延長
�富山空港の定期路線数（国内、国際）
�道路改良率
�渋滞個所対策事業の進捗率
�低床バスの導入車両数

夢がふくらむ高度
情報社会の実現

�高速インターネット接続可能世帯割合
�富山県ホームページへのアクセス件数（月当たり）
�ケーブルテレビの県内整備率

豊かな環境の
保全と創造

�ナチュラリストの認定者数
�ジュニアナチュラリストの認定者数
�一般廃棄物のリサイクル率
�一般廃棄物の県民１人当たり排出量
�産業廃棄物の減量化・循環利用率
�ダイオキシン類の削減率
�ごみ発電量能力
�大気環境基準の達成率
�水質環境基準の達成率
�騒音に係る環境基準の達成率
�ダイオキシン類環境基準の達成率

魅力あふれる
美しい県土づくり

�県土保全整備率（河川）
�県土保全整備率（砂防・治山等）
�中山間地域における都市農村交流人口
�棚田保全活動に取り組む集落数
�都市公園面積

花と緑の彩りある
県づくり

�グリーンキーパー数
�道路緑化延長

水と雪の総合的な
管理と活用

�水道普及率
�消雪施設延長
�雪崩対策施設延長

恵み豊かな富山湾
・海洋の利用

�県土保全整備率（海岸）

２２指標４０目標値

２２指標２６目標値
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産

業

立

県

国

際

立

県

政策の柱 施策分野 ２０１０年の県民指標

知恵の時代の
産業展開

�新規開業率
�企業立地件数
�工業の従業者１人当たり付加価値額
�研究開発等事業計画の認定企業数（累計）

水と大地が育む
農林水産業の振興

�１人当たりの年間米消費量
�米食味ランキング（コシヒカリ）
�水稲基幹施設の整備率
�担い手が占める経営面積割合
�認定農業者数
�ほ場整備量（標準３０a）
�幹線用排水路の整備量
�幹線農道の整備量
�地域資源循環率
�とやま森林浴の森選定箇所数
�林道延長
�林業カレッジにおける林業技術者の養成数（累計）
�栽培漁業対象主要魚種の種苗生産尾（個）数
�沿岸漁業の生産額

知的でたくましい
工業の振興

�県内企業の特許出願件数
�工業技術センターと企業との共同研究数
�意匠出願数
�総合デザインセンター設備の利用件数
�特定中小企業集積地域における特定分野の工業出荷額

商業・サービス業・
観光の振興

�TMO設立数
�チャレンジショップの独立開業者数
�成長が期待されるサービス分野の事業所数
�観光客入込数
�外国人宿泊者数
�富山県観光ボランティアガイド数

雇用の安定と
勤労者福祉の充実

�新分野進出等を目指す中小企業の人材確保、育成などの改善計画認定数（累計）
�６０歳から６４歳の就業率
�雇用者全体に占める女性雇用者比率
�シルバー人材センター会員数
�障害者の法定雇用率達成の企業割合
�技能検定試験の受検者数
�生涯能力開発給付金の支給人員数
�県立職業能力開発校訓練生の就職率
�ボランティア休暇の実施率
�年間総労働時間

世界に開かれた
県づくり

�海外との交流を行う学校の割合
�日本語ボランティアの養成数（累計）
�ホームステイ登録者数
�市町村国際交流協会の設置数

国際化の基盤整備 �伏木富山港の取扱貨物量

多彩な
国際交流の推進

�ボランティア通訳の登録者数
�とやま名誉大使委嘱数（累計）
�民間団体等の国際交流事業の件数
�管内貿易額

国際社会への貢献 �青年海外協力隊、専門家の派遣数（累計）
�留学生受入数

環日本海交流の推進 �環境協力業務に携わる技術員の研修交流人数
�大連便、ソウル便、ウラジオストク便等の利用者数

３９指標４５目標値

１３指標１６目標値
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※基準となる現在値は、最新のデータを使用しており、年表示のないものは２０００年のものです。

�元気とやまの推進
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

若者の県内への定着割合
�
�
�
�

２５歳人口を１０年前の１５歳
人口で割った値

�
�
�
� ％

１９９９年

７８．２ ８０ ８２

若者の定住対策の成果を表わす指標です。２５歳人口を
１０年前の１５歳人口と比較して、この間に、進学・就職
でどれだけ人口移動があったかを測る指標です。目標
値は、産業振興などにより、定着割合が高まることを
目指します。

合計特殊出生率
�
�
�
�

１人の女子が生涯に生む
平均子ども数を示す値

�
�
�
� －

１９９９年

１．４３ １．５ １．６

総合的な少子化対策の成果を表わす指標です。長期的、
継続的な取り組みにより、出生率の増加を目指します。
目標値は、国や県の人口推計の考え方に準拠して設定
しています。
全国 １．３４（１９９９年）

多機能保育所の整備数
�
�
�
�
�
�
�

子育て支援サークルへの
支援等の多様なニーズに
対応できる整備を行った
保育所の数

�
�
�
�
�
�
�

箇所 ２５ ４０ ６０

子育て支援を行う施設の整備目標です。子育て支援の
ための多様な機能を持つ保育所の整備を目指します。
目標値は、国の少子化対策推進基本方針、新エンゼル
プラン、市町村のニーズ調査結果を考慮して設定して
います。

放課後児童クラブ数
�
�
�
�
�
�
�
��

昼間保護者のいない家庭
の小学校低学年児童を対
象に、遊びと生活の場を
与える事業を実施するク
ラブの数

�
�
�
�
�
�
�
��

クラブ ９８ １５０ １７０

地域における子育て支援体制の整備目標です。放課後
の子どもたちの遊び等を支援するクラブの拡充を目指
します。目標値は、国の少子化対策推進基本方針、新
エンゼルプラン、市町村のニーズ調査結果を考慮して
設定しています。

延長保育の実施保育所数
�
�
�
�
�

通常の１１時間の開所時間
を超えて保育を行ってい
る保育所数

�
�
�
�
�

箇所 １１２ １５０ １６０

仕事と子育ての両立を支援する保育所機能の整備目標
です。目標値は、国の少子化対策推進基本方針、新エ
ンゼルプラン、市町村のニーズ調査結果を考慮して設
定しています。

育児休業の取得率
�
�
�
�
�

出産者又は配偶者が育児
休業を取得した割合（男
女計）

�
�
�
�
�

％ ２６．１ ３０ ３５

仕事と子育てが両立できる雇用環境への取り組みの成
果を表わす指標です。男性も含めた対象者全体の育児
休業の取得促進を目指します。目標値は、１９９６年から
１９９９年までの伸び率を考慮し設定しています。
１９９６年 ２２．５％、１９９９年 ２６．１％

児童館、児童センター、ミニ
児童館の設置数
�
�
�
�
�
�
�

児童館、児童センター及
び学校の余裕教室、公民
館等を活用したミニ児童
館の整備数

�
�
�
�
�
�
�

箇所 １４１ １８０ ２００

子どもが健やかに育つ環境づくりのための整備目標で
す。学校の余裕教室や公民館等を活用し、地域におけ
る子どもたちの交流・活動の場となる施設の充実を目
指します。概ね１小学校区に１箇所程度設置すること
を基本に、目標値を設定しています。

青少年ボランティアの登録者
数
�
�
�
�
�

ボランティア養成講座修
了者で高校１年から２３歳
までの登録者の数

�
�
�
�
�

人

１９９９年

５８ ２００ ３００

若者の社会参加の状況を表わす指標です。ボランティ
ア養成講座受講者のうち、毎年継続して再登録を行う
人数が、前期は毎年４０人、後期は毎年６０人となること
を目標としています。

６０歳代の労働力率
�
�
�
�

６０歳から６９歳の人口に占
める労働力人口の割合

�
�
�
� ％

１９９５年

５４．５ ５８ ６０

高齢者が知識や能力を発揮できる環境づくりの成果を
表わす指標です。目標値は、定年後も健康で働く意欲
の高い人々が増えていることから、増加を見込んで設
定しています。
１９９０年 ５１．９％
１９９５年 ５４．５％（全国平均 ５０．７％）

人材立県
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県 民 指 標 単位 現在
（基準）

２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

審議会等における女性委員の
割合
�
�
�
�
�

県の審議会等における委
員数に占める女性委員の
割合

�
�
�
�
�

％ ２５．３ ３０
超

―

男女共同参画の進捗状況を表わす指標です。県の審議
会等における女性委員の割合を高めることを目指しま
す。２０１０年の目標は、富山県男女共同参画計画（仮称）
の策定時に検討します。
（全国平均 ２０．１％ H１２．６総理府調査）

富山県民共生センターの各種
講座受講者に占める男性の割
合

％

１９９９年

１８．６ ２５ ３０

男女共同参画に関する男性の意識づくりの状況を表わ
す指標です。県民共生センターの各種講座への男性の
参加促進を目指します。５年ごとに、男性受講者の割
合が５ポイント以上増えることを目標としています。

ボランティアリーダー養成数
�
�
�
�
�
�
�
��

富山県ボランティアセン
ター及びボランティア総
合支援センターが実施す
るボランティアリーダー
研修会修了者

�
�
�
�
�
�
�
��

人

１９９９年

２９９ ５５０ ８００

ボランティア活動の中心的な役割を担うリーダーの養
成目標です。どの地域にもボランティア活動のリーダ
ーがいることを目指し、毎年５０人ずつ増えることを目
標としています。

ボランティア登録者数
�
�
�
�
�
�
�

市町村社会福祉協議会ボ
ランティアセンターに登
録されているボランティ
ア数

�
�
�
�
�
�
�

人 ４０，７９３ ４５，０００ ５０，０００

ボランティア人材の養成目標です。ボランティアの育
成や活動しやすい環境づくりに努め、県民のボランテ
ィア活動への参加促進を目指します。登録者数が現在
よりも２０％以上増加することを目標としています。

ボランティアネットワークの
参加団体数
�
�
�
�
�
�
�

ボランティア支援センタ
ーネットワークに参加し
ているボランティア団体
の数

�
�
�
�
�
�
�

団体 ４２０ ８４０ １，０５０

ボランティア団体の育成・活動状況を表わす指標です。
ボランティア団体の育成とネットワーク化の促進を目
指します。前期の５ケ年で２倍に増加し、後期５ケ年
では、さらに２５％増加する（年５％増）ことを目標と
しています。

�健康づくりとスポーツの振興
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

質量ともにきちんとした食事
をする人の割合
�
�
�
�
�
�
�
��

１日最低一食、質・量と
もバランスのとれた食事
を家族等２人以上で、楽
しく３０分以上かけてとる
人の割合

�
�
�
�
�
�
�
��

％ ５４．３ ６２ ７０
以上

県民の正しい食生活習慣の定着状況を表わす指標です。
国の「健康日本２１」、県の「新県民ヘルスプラン」に準
拠して、目標値を設定しています。
全国平均 ５６．３％
（平成８年度国民栄養調査の類似設問）

肥満傾向の児童の割合
�
�
�
�
�

肥満度２０％以上で、学校
医が肥満傾向と認めた小
学生の割合

�
�
�
�
�

％ ７．４ ５ ３

児童の食生活習慣、栄養管理の改善の成果を表わす指
標です。本県は、肥満傾向の児童生徒の割合が高いた
め、全国平均程度まで数値が下がることを目標として
います。
全国平均 ２．７％（２０００年）

朝食欠食生徒の割合
�
�
�
�
�

中学２年生の生徒のうち、
朝食を欠食した者の割合
（アンケート調査結果）

�
�
�
�
�

％ ４．６ ３ ２

子どもたちの健康的な食生活習慣の普及、定着の状況
を端的に表わす指標です。朝食を欠食する中学生が増
えており、この割合が小学５年生の割合（２．０％）まで
減少することを目標としています。
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県 民 指 標 単位 現在
（基準）

２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

外食料理栄養成分の表示店数
�
�
�
�

栄養成分を表示している
飲食店等の数

�
�
�
�

店 １１５ ２５０ ５００

まちぐるみの健康づくりへの取り組み状況を表わす指
標です。外食の栄養成分表示を行っている飲食店の増
加を目指します。目標値は、普及開始後２年半の実績
（１１５店舗）を考慮して設定しています。

県営体育施設の利用率
�
�
�
�
�
�
�

県総合体育センター、高
岡総合プール、富山県西
部体育センターの３施設
の合計

�
�
�
�
�
�
�

人／日

１９９９年

１，４３３ １，５００ １，６００

生涯スポーツの普及とスポーツ施設の利用状況を表わ
す指標で、代表例として県営体育施設の利用人数を用
いています。スポーツに親しむ習慣の普及を見込み、
施設利用率が１０年間で１０％以上増加することを目標と
しています。

スポーツリーダー数
�
�
�
�

スポーツリーダーバンク
有資格者の登録数

�
�
�
�

人 １，５５７ １，８００ ２，０００

県民のスポーツ活動を支援する人材の養成状況を表わ
す指標です。スポーツリーダーバンクの有資格者の登
録数が、１０年間で２５％以上増加することを目標として
います。

チャレンジ３０１５受賞者率
�
�
�
�
�
�
�

小学校の体力づくり運動
の目標達成者の割合（立
山にちなんだ３０１５点を目
指す運動）

�
�
�
�
�
�
�

％

１９９９年

６３ ６５ ７０

小学校の児童の自発的な体力づくりへの取り組み状況
を表わす指標です。目標到達者の割合が、今後１０年間
で５％以上増加することを目標としています。

スポーツ実施者の割合
�
�
�
�
�

週１回以上スポーツを実
施する者の割合、県政世
論調査

�
�
�
�
�

％

１９９８年

３９．９ ４５ ５０

県民のスポーツの定着状況を表わす指標です。総合型
地域スポーツクラブの設置や国体施設の活用を促進し、
県民の半数が週１回以上スポーツを行うことを目標と
しています。

総合型地域スポーツクラブ数
�
�
�
�
�

複数のスポーツメニュー
を利用できる総合型地域
スポーツクラブの設置数

�
�
�
�
�

クラブ ６ １５ ３０

県民のスポーツ活動を支援する環境づくりの整備目標
です。多様なスポーツメニューを提供する総合型地域
スポーツクラブが、ほとんどの市町村で設置されるこ
とを目標としています。
（基準の数値には、設立準備中のものも含んでいます。）

国体男女総合成績の順位

位 １位 １０位前後 １０位前後

競技スポーツの普及や競技力の向上を表わす指標です。
国体先催県（２巡目）のうち、政令指定都市を抱えな
い県の５年後の順位は、平均で２０位前後であり、それ
を上回ることを目指しています。

健康教育の実施回数
�
�
�
�
�

市町村老人保健事業によ
り健康づくり、疾病予防
のために実施した回数

�
�
�
�
�

回

１９９９年

４，１３２ ４，７１０ ―

健康づくりや疾病予防の啓発普及の状況を表わす指標
です。目標値は、高齢者保健福祉計画の市町村計画の
積み上げによる数値です。
２０１０年の目標値は、高齢者保健福祉計画の改定時に設
定します。

健康診査等の受診率 １９９９年 県民一人一人の健康管理への取り組み状況を表わす指
標です。

基本健康診査

胃がん検診

子宮がん検診

肺がん検診

乳がん検診

大腸がん検診

％

５２．４

２２．９

１４．９

４５．６

１５．７

１９．９

６５

４０

３０

５０

３０

３０

－

目標値は、高齢者保健福祉計画の市町村計画の積み上
げによる数値です。
２０１０年の目標値は、高齢者保健福祉計画の改定時に設
定します。
全国平均 基本健康診査 ４０．４％（１９９９年）
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県 民 指 標 単位 現在
（基準）

２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

１歳６ヶ月児健康診査

３歳児健康診査
％

９６．４

９４．６

９８

９７

１００

１００

全ての１歳６ケ月児及び３歳児が受診することを目指
しています。

結核検診

％ ４３．５ ５０ ５５

近年、結核が再び流行するきざしが見られるため、検
診率の向上を目指し、過半数の人が受診することを目
標としています。
１９８９年 ４１．８％、１９９４年 ３９．０％

むし歯のない子どもの割合
（３歳児）
�
�
�
�
�

３歳児健診の歯科健診に
おける、むし歯のない子
どもの割合

�
�
�
�
�

％

１９９９年

５７．８ ６５ ７０

幼児期からの歯科疾患予防対策への取り組みの成果を
表わす指標です。目標値は、全国平均を上回ることを
目標に、過去の実績を考慮して設定しています。
１９８９年 ４３．２％
１９９４年 ４４．９％
１９９９年 ５７．８％ （全国平均 ６２．２％）

一般病床数
�
�
�
�

人口１０万人当たりの一般
病床の病床数

�
�
�
�

床

１９９９年

１，２８２ １，３１８ １，３３２

地域医療体制の基本となる一般病床の整備目標です。
現在の病床数（１４，４１８床）をもとに、今後、見込まれ
る開設・増床・減床を算定し、目標を設定しています。
全国平均 ９９６床／人口１０万人（１９９９年）

腎臓・角膜・骨髄の提供者登
録数

臓器移植の普及啓発活動の成果を表わす指標です。目
標値は、過去の年間登録者の実績を考慮して設定して
います。
（実績） 腎臓；年間２００人程度の増加

角膜；年間２４０人程度の増加
骨髄；年間１００人程度の増加

腎 臓 人 ８，８３６ １０，０００ １１，０００

角 膜 人 １７，６００ １８，８００ ２０，０００

骨 髄 人 １，２６６ １，６５０ ２，２００

救急患者の圏域内搬送率
�
�
�
�
�

医療圏内の医療機関に救
急患者を搬送した割合

（４医療圏の平均）

�
�
�
�
�

％

１９９８年

７５．７ ７８ ８０

身近な地域における救急医療体制の状況を表わす指標
です。地域救命センターや地域の中核病院の整備を進
め、救急患者の８０％が、居住する圏域内で適切な治療
を受けられる体制の整備を目指しています。

救急医療情報システムへのア
クセス件数
�
�
�
�
�
�
�

県救急医療情報センター
の県民向け救急医療情報
サービスへのアクセス件
数

�
�
�
�
�
�
�

件

１９９９年

２２，６８７ ２５，０００ ３０，０００

県民への救急医療情報の提供と活用の状況を表わす指
標です。医療機関情報の更新と提供情報の充実により、
アクセス件数が、５年後に１０％、１０年後に３０％増加す
ることを目標としています。

医療従事者数 地域医療を支えるマンパワーの確保状況を示す指標で
す。

医師・歯科医師・薬
剤師調査による医
師、歯科医師の就業
者数

人

１９９８年
医師
２，３０６

歯科
５４７

２，５００

６１０

２，６００

６５０

過去の実績を考慮し
医師；前期は年間４０人、後期は年間３０人
歯科；前期は年間１２人、後期は年間１０人
の増加を目標としています。

保健婦・助産婦・看
護婦・准看護婦の就
業者数

人
１９９８年
１１，２０２ １４，２００ ―

看護職員需給見通しに基づき目標値を設定しています。
２０１０年の目標値は、需給見通しの改定時に設定します。
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県 民 指 標 単位 現在
（基準）

２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

医療施設調査、老人
保健施設調査による
理学療法士（PT）・作
業療法士（OT）就業
者数

人

１９９６年
PT

１５５
OT

９５

２５０

２１０

３００

２６０

過去の実績を考慮し、
PT；前期は年間１５人、後期は年間１０人
OT；年間１５人程度
の増加を目標としています。

薬局・医療施設に従
事する薬剤師数

人
１９９８年

９９７ １，１００ １，２５０
過去の増加率をもとに、１０年間で２５％増加することを
目標としています。

�教育の充実・生涯学習の推進
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

家庭教育講座等の参加者数
�
�
�
�
�
�
�

父親の家庭教育参加を考
えるフォーラム、就学時
健診時等の家庭教育講座
等の参加者数

�
�
�
�
�
�
�

人

１９９９年

５，２０７ １５，０００ ２０，０００

家庭の教育力を充実するための啓発普及活動の状況を
示す指標です。１歳６ケ月、３歳時、就学時に実施す
る家庭教育講座等の参加率の目標を次のとおり見込ん
でいます。

家庭教育指導者の登録人数
�
�
�
�
�

家庭教育指導者の養成講
座修了者数（修了証授与・
登録者数）

�
�
�
�
�

人 ― ３００ ６００

地域における子育て支援のマンパワーの確保状況を表
わす指標です。家庭教育指導者の養成講座を開設し、
毎年６０名程度の養成を目指しています。

学校評議員制度の実施校の割
合
�
�
�
�

県立学校における学校評
議員制度実施校の割合

�
�
�
�

％ － １００ １００

参加と連携による開かれた学校づくりの取り組み状況
を表わす指標です。計画期間中に、全ての県立学校で
の導入を目指しています。

ホームページによる情報提供
を行う学校の割合
�
�
�
�
�
�
�

ホームページにより、学
校行事等を情報提供して
いる学校（小中高特）の
割合

�
�
�
�
�
�
�

％ ４７．２ １００ １００

地域に開かれた学校づくりの取り組み状況を表わす指
標です。全ての小・中・高・特殊教育諸学校でホーム
ページによる情報提供を行うことを目指しています。

基礎学力の定着度
�
�
�
�
�

国が実施する全国的な学
力調査における、本県の
児童生徒の平均点

�
�
�
�
�

― ― ―

本県の児童生徒の基礎学力の定着度を表わす指標です。
平成１３年度に国が実施する全国的な学力調査の結果を
踏まえて、全国平均を上回ることを目指して、目標値
を設定します。

インターンシップ制度の体験
者の割合
�
�
�
�
�

高校の３年間で、就業体
験を行った職業科高校生
の割合

�
�
�
�
�

％

１９９９年

４４．４ １００ １００

高校生の社会体験学習の実施状況を表わす指標です。
高校の３年間で、全ての職業科高校生が、就業体験を
行うことを目指しています。

区 分 ２００５年まで ２０１０年まで

１歳６ケ月健
診時

２５％程度 ５０％程度

３歳児健診時 ２５％程度 ５０％程度

就学時健診時 １００％程度 １００％程度
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県 民 指 標 単位 現在
（基準）

２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

宿泊学習の参加学級の割合
�
�
�
�

小学校の１～６年生の宿
泊学習参加学級の割合

�
�
�
�

学級 ４０ ６０ １００

小学校における体験的学習の実施状況を表わす指標で
す。段階的に実施校を増やし、計画期間中に、小学校
１～６年生の全ての学級で実施することを目指してい
ます。

いじめの発生件数
�
�
�
�

小中高校の児童・生徒千人
あたりのいじめ発生件数

�
�
�
�

１９９９年 心豊かな子どもの育成への取り組みの成果を表わす指
標です。

小学校 件 １．０１ ０．６３ ０．５１ 千人当りのいじめの発生件数（発生率）が、５年間で
全国平均の半分程度に減少することを目指します。ま
た、計画期間中に、現在の発生率が半減することを目
指しています。
全国平均（１９９９年）・小学校 １．２６

・中学校 ４．５８
・高 校 ０．８０

中学校 件 ２．７９ ２．２９ １．４０

高 校 件 ０．４１ ０．３０ ０．２１

不登校生徒の出現率
�
�
�
�

中学校における不登校の
生徒の割合

�
�
�
�

％ ２．１７ ２．０２ １．８８

心豊かな子どもの育成への取り組みの成果を表わす指
標です。計画期間中に、不登校生徒の割合が、２％を
下回ることを目指しています。
全国平均 ２．６２％（１９９９年）

体力テストの成績
�
�
�
�
�
�
�

児童、生徒の体力テスト
で、全国平均以上の項目
の割合（優位項目／調査
項目）

�
�
�
�
�
�
�

％

１９９９年

６６．２ ７０ ７５

児童・生徒の体力向上への取り組みの成果を表わす指
標です。これまでの最高（平成７年度；６９．９％）を上
回ることを目指し、調査項目の３／４以上の項目で全
国平均を上回ることを目標としています。

小・中・高等学校における校
内LANの整備率
�
�
�
�
�

普通教室等からインター
ネットに接続できる小・
中・高等学校の割合

�
�
�
�
�

％ ８ １００ １００

小・中・高等学校における情報化の指標です。前期計
画期間中に、全ての小中学校で校内LANが整備される
ことを目指しています。

情報通信ネットワークのため
に高速通信回線を整備した高
校の割合
�
�
�
�

県立高校で高速通信回線
を整備した学校の割合

�
�
�
�

％ １４ １００ １００

高校における情報教育基盤の整備目標です。段階的に
整備を進め、全ての県立高校での導入を目指しています。

県立図書館の年間入館者数

万人

１９９９年

１５ １７ １９

県立図書館の活用状況により、県民の学習活動を表わ
す指標です。豊かな情操や高度な知識を求める生涯学
習が盛んになり、図書館の利用者が年間４，０００人程度増
えることを目指しています。

生涯学習の受講者数
�
�
�
�
�

県・市町村関係機関、民
間、高等教育機関の講座
の受講者数

�
�
�
�
�

万人

１９９６年

２０ ２４ ２８

県民の生涯学習活動の状況を表わす指標です。心豊か
な生活を求める受講者の増加を見込み、前期の５年間
で、これまでのピーク時の水準に戻り、後期は、前期
と同程度の増加があると見込んでいます。

「とやま学遊ネット」に登録さ
れているデータ数及びアクセ
ス件数

１９９９年 生涯学習に関する県民への情報提供体制の整備状況を
表わす指標です。データ数の目標値は、県立図書館の
図書データ数を参考に設定しています。また、アクセ
ス件数は、インターネットの普及により、５年間で倍
増すると見込んでいます。データ件数 万件 ９２ １１７ １４２

アクセス件数 万件 １２ ２０ ４０
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�科学と文化の振興
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

大学等への進学者のうち自然
科学系学部等への進学者の割
合

％ ３６．２ ３８ ４０

科学技術への理解の促進や科学技術分野の人材養成の
状況を表わす指標です。過去の実績を参考に、全国平
均を１０ポイント上回ることを目標としています。
全国平均 ３０．１％（平成１１年度）

外国人研究員・技術研修員の
受入れ者数
�
�
�
�
�

法務省在留外国人統計の
「研修・研究・特定活動」
分野の人数

�
�
�
�
�

人

１９９９年

６８４ ８００ ９００

国際的な研究交流の推進状況を表わす指標です。大学、
企業等における外国人技術者等が増え、１０年間で３０％
以上増加すると見込んでいます。

県立美術館・博物館の年間観
覧者数
�
�
�
�
�

近代美術館、水墨美術館、
立山博物館の年間観覧者
数

�
�
�
�
�

万人

１９９９年

３３ ３６ ３８

文化を楽しむ生活の普及状況を表わす指標で、その代
表例として、県立美術館等の観覧者数で示しています。
展示内容の充実やPR、文化を楽しむ生活の普及に努め、
年間５千人づつの増加を見込んでいます。

県・国指定の史跡の公園化件
数 件

１９９９年
１８ ２１ ２４

文化遺産の保存継承や、文化遺産を活用した地域づく
りの状況を表わす指標です。遺跡整備を実施する市町
村の計画等を考慮して目標を設定しています。

文化ホールボランティアの組
織数、人数 団体

人

１９９９年
２２
５３４

３５
８００

４０
１，０００

文化ボランティアの組織の状況や企画運営に地域の人々
が参加できるシステムづくりの状況を表わす指標です。
１０年間で、ボランティア団体、人数が約２倍になるこ
とを目標としています。

�心豊かな社会の実現
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

人権教育・啓発の講演会等へ
の参加者数
�
�
�
�
�
�
�
��

講演会・研修会等におけ
る県民、民間事業所、行
政機関職員、学校教育関
係者、社会教育関係者の
参加者数

�
�
�
�
�
�
�
��

人 １，３５０ １，６５０ ２，０００

人権に関する啓発普及への取り組み状況を表わす指標
です。人権に関する正しい知識が幅広く普及するよう、
参加者数が約５割増になることを目指しています。

児童虐待相談にかかる関係機
関との連携割合
�
�
�
�
�

児童虐待相談件数のう
ち、関係機関経由で相談
のあった件数の割合

�
�
�
�
�

％

１９９９年

５１．３ ５８ ６０
以上

児童虐待関係機関の連携状況を表わす指標です。教育、
福祉、保健、医療、警察、地域活動の関係機関による
速やかな通報体制を整備します。目標値は、全国平均
を参考に設定しました。
全国平均 ５８．０％（１９９９年）
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�地域総合福祉の充実
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

富山県福祉カレッジの受講者
数
�
�
�
�
�

富山県福祉カレッジが行
う福祉に関する新任現任
研修等の受講者数

�
�
�
�
�

人

１９９９年度

８，６９９ ９，７００ １０，７００

福祉を担う人材の養成の状況を表わす指標です。福祉
カレッジでは、今後、受講する人が毎年２００人増えるこ
とを目標として、社会福祉従事者等に対する研修の充
実に努めます。

県内における介護福祉士の登
録者数
�
�
�
�
�

�社会福祉振興・試験セ
ンターに登録している県
内の介護福祉士の数

�
�
�
�
�

人 ２，００３ ３，２５０ ４，５００

福祉を担う人材の養成の状況を表わす指標です。今後、
毎年２５０人を目標として、計画的に介護福祉士の養成を
図ります。

歩道の段差解消率
�
�
�
�
�

国・県道（県管理道路）
における歩道のうち段差
がない歩道の割合

�
�
�
�
�

％ ７７ ８３ ８８

バリアフリーの推進状況を表わす指標です。計画的に
歩道の段差解消を図り、高齢者、障害者をはじめ県民
だれもが不自由なく利用できる歩道整備を進めます。

高齢者の福祉施設等の整備数 介護を必要とする高齢者の福祉施設等の整備状況を表
わす指標です。
介護保険事業支援計画に基づき、要介護者の増加見通
しに対応して、計画的に整備を進め、施設サービスの
充実を図ります。
２０１０年の目標値は、介護保険事業支援計画、高齢者保
健福祉計画の改定時に設定します。

特別養護老人ホームの整
備数（床）

床
３，２１５

２００４年３月
４，２００

―

ケアハウス整備数（床）
床

３５０
２００５年３月
１，４５０

―

在宅介護支援センター整
備数（箇所）

箇所
７１

２００５年３月
１００

―

介護老人保健施設の整備
数（床）

床
３，１６０

２００４年３月
３，９００

―

在宅福祉のサービス量 在宅福祉サービス等の提供状況を表わす指標です。今
後、需要の増加が予想されることから、介護保険事業
支援計画に基づき、計画的に在宅サービスの充実に努め
ます。
２０１０年の目標値は、介護保険事業支援計画、高齢者保
健福祉計画の改定時に設定します。

訪問介護のサービス量
�
�
�
�

ホームヘルプのサー
ビス量

�
�
�
�

千
時間

２０００年度
６４３

２００４年度
１，５３０

―

通所介護・通所リハビリ
テーションのサービス量

千回
２０００年度

７２６
２００４年度
１，１９６

―

短期入所生活介護・短期入
所療養介護のサービス量

百週
２０００年度

２２０
２００４年度

４５９
―

痴呆対応型共同生活介護
サービス量
�
�
�
�

グループホームの利
用者数

�
�
�
�

人／年
２０００年度

７５
２００４年度

１５１
―

居宅介護支援サービス量
�
�
�
�

ケアプラン作成のサ
ービス量

�
�
�
�

人／年
２０００年度
１２，５００

２００４年度
１６，３５３

―

生活立県
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県 民 指 標 単位 現在
（基準）

２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

身体障害者更生施設の定員数
人 ４６０ ５２０ ―

障害者の福祉施設の整備状況を表わす指標です。とや
ま障害者自立共生プランに基づき、障害保健福祉圏域
ごとに計画的に整備を進めます。
２０１０年の目標値は、とやま障害者自立共生プランの改
定時に設定します。

知的障害者援護施設の定員数
人 ９９４ １，１１９ ―

精神障害者社会復帰施設の整
備数、定員数

精神障害者の社会復帰を支援する施設等の整備状況を
表わす指標です。
精神障害者社会復帰モデル施設「ゆりの木の里」を中
核拠点施設として、障害保健福祉圏域ごとに体系的に
整備を進めます。
２０１０年の目標値は、とやま障害者自立共生プランの改
定時に設定します。

生活訓練施設 箇所
人

２
４０

４
８０

―

福祉ホーム 箇所
人

―
４
４０

―

授産施設 箇所
人

７
１６５

９
１９５

―

福祉工場 箇所
人

１
２０

２
４０

―

地域生活支援センター
箇所 ４ ８ ―

グループホーム 箇所
人

３０
１８６

３０
１８６

―

社会適応訓練を受けた精神障
害者の数

人 ３３ ５０ ―

精神障害者の社会生活への適応のための訓練を受けた
人数を表わす指標です。
とやま障害者自立共生プランに基づき、訓練の参加者
の増加を図ります。
２０１０年の目標値は、とやま障害者自立共生プランの改
定時に設定します。

�安全な暮らしの確保
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

人口１万人当たり出火件数

件 ２．３ ２．２
以下

２．２
以下

安全、安心な暮らしの確保に関する指標です。出火件
数は、現在、全国最低クラスとなっています。
今後も、安全な生活が確保されるよう、現状以下を目
標とします。
（火災発生件数（少なさ）全国第１位…平成１２年度）

自主防災組織の組織率
�
�
�
�

県内全世帯数に対する自
主防災組織世帯数

�
�
�
�

％ ３２ ５０ ７０
地域の防災体制の整備状況を表わす指標です。５年後
は全国平均並みに、１０年後は７割程度を目標に、自主
防災組織の組織率の向上に努めます。

信号機の設置数
�
�
�
�

交差点等に交通整理のた
めに設置する信号機数

�
�
�
�

基
２０００年３月
１，８９３ ２，２００ ２，４５０

交通安全施設の整備状況を表わす指標です。
信号機の計画的な整備を図り、道路交通の安全の確保
と交通事故の防止に努めます。
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県 民 指 標 単位 現在
（基準）

２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

うち集中制御信号機数
�
�
�
�
�

全信号機のうち交通
管制センターで集中
制御する信号機数

�
�
�
�
�

基
２０００年３月

６１５ ６７０ ７２０

信号機の集中制御エリアの拡大を図り、交通実態に的
確に対応した信号制御を進めます。

歩道設置率
�
�
�
�
�

国・県道（県管理道路）
の交通安全指定道路のう
ち歩道がある道路の割合

�
�
�
�
�

％
１９９９年
５３．８ ６０ ６３

交通安全施設の整備状況を表わす指標です。
計画的に歩道の設置を進め、安全な道づくりに努めます。

�快適な生活の実現
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

汚水処理施設の整備率
�
�
�
�
�
�
�

総人口に占める汚水処理
施設（下水道、農業集落
排水施設、合併処理浄化
槽等）整備人口の割合

�
�
�
�
�
�
�

％ ６５ ８４ ９４

下水道、合併浄化槽等の整備状況を表わす指標です。
全県域下水道化新世紀構想に基づき、全県域において、
地域の実情に応じ、公共下水道、農村下水道や合併浄
化槽等の整備を推進します。
（汚水処理整備率：全国第１３位…平成１１年度）

下水道普及率
�
�
�
�
�

総人口に占める国土
交通省所管下水道処
理区域内人口の割合

�
�
�
�
�

％ ５４ ７１ ８１

全県域下水道化新世紀構想に基づき、８０％以上を目標
に、県と市町村が一体となって、県下全域の下水道化
を進めます。

農山漁村下水道整備人口
�
�
�
�

農山漁村下水道を実
施した対象人口

�
�
�
�

人
２０００年３月
７２，０００ ９９，４００ １１４，７００

全県域下水道化新世紀構想に基づき、農山漁村下水道
の整備を推進し、快適な農村づくりを進めます。

合併処理浄化槽普及率
�
�
�
�
�

設置されている浄化
槽全体に占める合併
処理浄化槽の割合

�
�
�
�
�

％ ８．４ ２０ ３０

地域の実態に応じて、個別処理が適している地域等に
おいては、水質保全の観点から、合併処理浄化槽の普
及に努めます。

�総合的な交通政策の推進
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

高速道路の供用延長
�
�
�
�
�

高規格幹線道路の計画キ
ロ数に対する整備割合（県
内区間）

�
�
�
�
�

％ ７９．６

東海北陸
２７．４�
能越
１３．７�
北陸
１００．１�
計
１４１．２�

８５．３

３３．１�

１８．２�

１００．１�
計
１５１．４�

１００

３３．１�

４４．２�

１００．１�
計
１７７．４�

広域高速交通体系の整備状況を表わす指標です。
東海北陸自動車道については、中部国際空港開港、愛
知万博開幕（２００５．３）までの全線開通を目標に整備を
促進します。
能越自動車道については、２０１０年までに県内区間の完
成を目標に整備を進めます。
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県 民 指 標 単位 現在
（基準）

２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

富山空港の定期路線数（国
内、国際）

路線 ９ １２ １４

空港機能の整備状況を表わす指標です。
東南アジア便等、国内外の新たな路線の開設に向け
た取り組みを推進し、航空ネットワークの充実に努め
ます。

道路改良率
�
�
�
�
�

国・県道（県管理道路）
における幅員５．５�以上で
改良済の道路の割合

�
�
�
�
�

％
１９９９年４月
７４．６ ７８ ８０

道路網の整備状況を表わす指標です。
計画的に県管理道路の改良を進め、安全、便利で快適
な道づくりを推進します。

渋滞箇所対策事業の進捗率
�
�
�
�
�
�
�

第３次主要渋滞ポイント
３８か所に対する渋滞対策
事業を完了した箇所の割
合

�
�
�
�
�
�
�

％ ２．６ ４７ ７６

道路網の整備状況を表わす指標です。
バイパス、環状道路の整備や交差点改良等による渋滞
対策を進め、円滑な交通の確保と渋滞時に発生する二
酸化炭素の排出削減に努めます。

低床バスの導入車両数
�
�
�
�
�
�
�

県内におけるノンステッ
プバス、低床スロープ付
きバスの導入車両数の累
計

�
�
�
�
�
�
�

両 １４ ６５ １１５

人にやさしい交通環境の整備状況を表わす指標です。
障害者、高齢者をはじめ、すべての県民にやさしい交
通環境の整備を進めるため、今後さらに低床バスの導
入を促進します。

�夢がふくらむ高度情報社会の実現
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

高速インターネット接続可能
世帯割合
�
�
�
�
�
�
�

県内において、CATV、
ADSL等高速インターネ
ットに接続しうる世帯割
合

�
�
�
�
�
�
�

％ ７０ ９０ １００

現在は、CATV等によって高速インターネットに接続し
うる世帯数は、総世帯数の約７０％であり、２００５年には
約９０％、２０１０年には１００％として、目標を設定しました。

富山県ホームページへのアク
セス件数（月当たり）

万件 ３ ９ １５

行政の情報化を表わす指標です。
インターネット人口は、２００５年には現在の約３倍にな
ると推定されています。今後、電脳県庁の実現に併せ、
ホームページの充実により県民への情報提供サービス
の向上に努めます。

ケーブルテレビの県内整備率
�
�
�
�
�

県内全世帯に対するケー
ブルテレビ視聴可能世帯
数の割合

�
�
�
�
�

％ ６３ ８６ １００

情報化の基盤整備の状況を表わす指標です。
計画的にCATVの整備を進めていますが、２０１０年には、
県内全域がケーブルテレビの視聴が可能な地域となる
よう目標を設定しています。

ケーブルテレビ契約数
�
�
�
�

県内におけるケーブ
ルテレビの契約数

�
�
�
�

契約 ７１，６４５ １１１，０００ １４２，０００
２０１０年におけるケーブルテレビの世帯加入率を４０％と
推定し、目標を設定しています。

ケーブルテレビインター
ネット接続サービス契約
割合
�
�
�
�
�

ケーブルテレビ契約
のうち、インターネ
ット接続契約の割合

�
�
�
�
�

% １９．３ ４０ ５０

現在、CATV契約数の約１９．３％がインターネット接続サ
ービスを契約しています。今後、CATV契約数のうち、
５年後に約４０％、１０年後に約５０％がインターネット
接続サービスを契約するものとして目標を設定してい
ます。
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環境立県

�豊かな環境の保全と創造
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

ナチュラリストの認定者数

人 ４７１ ５９０ ６５０

自然保護思想の普及啓発に関する指標です。ナチュラ
リストを１０ヶ年で約１８０人養成することを目指します。
※ナチュラリストとは、富山県自然保護講座（ナチ
ュラリスト養成コース）を修了し、ボランティア
自然解説活動をする人のことをいいます。富山県
自然保護講座は３年に１度開催されます。

ジュニアナチュラリストの認
定者数

人 ４０ １７０ ３５０

自然保護思想を普及・啓発するため、ジュニアナチ
ュラリストを１０ヶ年で約３１０人養成することを目指しま
す。
※ジュニアナチュラリストとは、小学５年生以上２０
歳未満で富山県自然保護講座（ジュニアナチュラ
リスト養成コース）を修了し、ジュニアナチュラ
リストに認定された人のことをいいます。

一般廃棄物のリサイクル率
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

ごみ総排出量に対する、
分別収集や中間処理によ
る資源化の量と住民の集
団回収により、リサイク
ル（資源化）される量の
割合

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

％
１９９８年

１４ － －

ごみのリサイクル（資源化）の達成度を示す指標です。
生活の中で発生したごみのリサイクル率を向上させる
ことを目標とします。
目標値は、策定中のとやま廃棄物ゼロプラン（仮称）
の中で設定します。

一般廃棄物の県民１人当たり
排出量
�
�
�
�
�

ごみ総排出量を１人当た
りの排出量（平均）に換
算した量

�
�
�
�
�


／人日
１９９８年

９３７ － －

県民１人が日常の生活の中で１日に出すごみの量を示
す指標です。ごみの減量化やリサイクルの向上等によ
り排出量を減少させることを目指します。
目標値は、策定中のとやま廃棄物ゼロプラン（仮称）
の中で設定します。

産業廃棄物の減量化・循環利
用率
�
�
�
�
�
�
�
��

産業廃棄物の総発生量に
対する、焼却や脱水等の
中間処理による減量と資
材や燃料等として利用さ
れる量の割合

�
�
�
�
�
�
�
��

％
１９９９年

９２．２ ９４ －

発生した産業廃棄物の減量化や循環利用が進展するこ
とにより、埋立処分量の削減と循環利用の向上を目指
します。
２０１０年の目標値は、策定中のとやま廃棄物ゼロプラン
（仮称）の中で設定します。

ダイオキシン類の削減率
�
�
�
�
�
�
�

ダイオキシン類排出規制
の実施前である１９９６年時
点の総排出量に対する削
減割合

�
�
�
�
�
�
�

％
１９９６年

－
（基準時点）

（２００２年）
９０
（２００７年）

９８

ダイオキシン類の排出量の削減に向けた取り組みの成
果を示す指標です。県民生活の安全で健康な生活環境
を確保するため、ごみ処理施設から排出されるダイオ
キシン類の量を削減することを目指します。
目標値は、ごみ処理施設の広域化計画等に連動して設
定しています。

ごみ発電量能力
�
�
�
�

ごみ焼却余熱を利用して
整備する発電機の能力

�
�
�
�

kwH ２，５００ ２１，０００ ２６，０００
新エネルギーの利用促進に関する指標です。目標値は、
ごみ処理施設の広域化計画に連動して設定しています。
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県 民 指 標 単位 現在
（基準）

２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

大気環境基
準の達成率
�
�
�
�
�
�
�

環境基本
法に基づ
く環境基
準

�
�
�
�
�
�
�

二酸化硫黄

％ １００ １００ １００

快適な環境の形成に関する指標です。
環境基本法に基づく環境基準を達成、維持することを
目指します。
各指標の数値は、環境基準を達成している観測地点の
割合を示します。

二酸化窒素

％ １００ １００ １００

水質環境基
準の達成率
�
�
�
�
�
�
�

環境基本
法に基づ
く環境基
準

�
�
�
�
�
�
�

公
共
用
水
域

河川の水質
（BOD）
（生物化学
的酸素要求
量）

％ １００ １００ １００

海域の水質
（COD）
（化学的酸
素要求量）

％ ３２ ７０ １００

騒音に係る
環境基準の
達成率
�
�
�
�
�
�
�

環境基本
法に基づ
く環境基
準

�
�
�
�
�
�
�

環
境
騒
音

一般環境騒
音 ％ ８２ １００ １００

自動車騒音
％ ４４ ８０ １００

ダイオキシン類環境基準の達
成率
�
�
�
�

ダイオキシン類対策特別
措置法に基づく環境基準

�
�
�
�

％ １００ １００ １００

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく環境基準を維
持することを目指します。
大気、水質、土壌について、ダイオキシン類の環境基
準を達成している観測地点の割合を示しています。
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�魅力あふれる美しい県土づくり
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

県土保全整備率（河川）
�
�
�
�

改修を要する延長に対す
る改修済み延長の割合

�
�
�
�

％
２０００年３月
５１．５ ５４ ５６

河川改修の進捗度に関する指標です。
治水対策の計画的な推進を目指します。
目標値は、過去の事業実績を考慮して設定しています。

県土保全整備率（砂防・治山
等）
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

整備率＝概成箇所数／全
体箇所数
土石流危険渓流、地すべ
り危険箇所（地区）、急傾
斜地崩壊危険箇所、山腹
崩壊危険地区、崩壊土砂
流出危険地区、なだれ危
険地区の全体箇所数に対
する概成箇所数の割合

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

％

（土木）
２４．７

（農林）
１５．５

２８

１８

３１

２１

治山・砂防対策の進捗度に関する指標です。
災害危険箇所対策として行われる県土保全整備につい
て、計画的な推進を目指します。
目標値は、過去の事業実績を考慮して設定しています。

中山間地域における都市農村
交流人口
�
�
�
�

県内の中山間地域への都
市住民等の年間入込み数

�
�
�
�

千人 ４，７００ ６，０００ ７，３００

地域資源を活用した都市と農村の交流の状況を示す指
標です。
目標値は、中山間地域の交流施設やイベントへの入込
数等の実績を考慮して設定されています。

棚田保全活動に取り組む集落
数
�
�
�
�
�
�
�

棚田オ－ナー活動、子供
農村体験活動等、棚田地
域の保全・利活用に係わ
る活動を行う集落数

�
�
�
�
�
�
�

集落 １ ２０ ４０

集落が一体となって行う棚田の保全活動の状況を示す
指標です。
こうした活動を中山間地域全体に広げ、棚田の保全を
図るとともに地域の連帯を維持していくことを目指し
ます。

都市公園面積
�
�
�
�

都市計画区域内人口１人
当たりの面積

�
�
�
� 	／人

２０００年３月
１２．５ 約１４ 約１５

快適な都市環境の形成に関する指標です。
これまでの都市公園整備により、この指標は全国第８
位（２０００年時点）になりました。さらにうるおいのあ
る快適な環境の形成を目指します。
目標値は、県及び市町村の整備予定に基づき設定して
います。

�花と緑の彩りある県づくり
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

グリーンキーパー数
�
�
�
�
�

花と緑の銀行により、グ
リーンキーパーとして登
録された人数

�
�
�
�
�

人 １，０３８ １，１５０ １，３００

県民が主役の緑化活動の状況を示す指標です。
地域における緑化技術の普及指導や緑化グループの育
成等の推進役として、グリーンキーパーの増員を目指
します。
目標値は過去の実績を考慮して設定しています。

道路緑化延長
�
�
�
�

街路樹等、樹木で緑化し
た県管理道路の延長

�
�
�
�

�
２０００年４月
１９４．３ ２２５ ２５０

緑あふれる環境づくリの状況を示す指標です。
個性豊かな景観とうるおいある環境の形成を目指し、
道路緑化を推進します。
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�水と雪の総合的な管理と活用
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

水道普及率
�
�
�
�

総人口に対する水道給水
人口の割合

�
�
�
�

％
２０００年３月
９１．８ ９３ ９６

県民生活に欠かせない上水道の普及に関する指標です。
水道への加入を促進するとともに、水道の未整備地区
での施設整備を推進することを目指します。

消雪施設延長
（消雪パイプの設置延長）

km ６４９．７ ７００ ７２０

雪害のないまちづくりの状況を示す指標です。
県管理道路における消雪パイプの設置を計画的に推進
します。
目標値は、過去の事業実績を考慮して設定しています。

雪崩対策施設延長
�
�
�
�

スノーシェッド、雪崩防
止柵設置延長

�
�
�
�

km ２７．５ ３０ ３２

雪に強い道路の整備状況に関する指標です。
県管理道路における雪崩対策施設の設置を計画的に推
進します。
目標値は、過去の事業実績を考慮して設定しています。

�恵み豊かな富山湾・海洋の利用
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

県土保全整備率（海岸）
�
�
�
�
�

保全を要する海岸延長に
対する整備済み延長の割
合

�
�
�
�
�

％
２０００年３月
５３．７ ６０ ６５

海岸・沿岸域の保全対策の進捗状況を示す指標です。
自然・生物環境に配慮した海洋・沿岸域の保全と利用
を目指します。
目標値は、過去の事業実績を考慮して設定しています。

223

第８章 ２０１０年の県民指標

第
８
章

223

第８章 ２０１０年の県民指標

第
８
章



�知恵の時代の産業展開
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

新規開業率
�
�
�
�

既存事業所数に対する新
規開業事業所数の割合

�
�
�
� ％

１９９６年～
１９９９年の
平均

３．３ ４．０ ４．５

既存企業の新事業展開やベンチャー企業の新規創業等
を表わす指標です。
現在の開業率よりも１ポイント程度アップすることを
目標に新規創業を支援し、本県経済の活性化を目指し
ます。

企業立地件数
�
�
�
�
�

１０００	以上の用地を取得
した製造業等の企業立地
件数

�
�
�
�
�

件

１９９９年

２５ ３５ ４０

本県への企業誘致と雇用機会の創出を表わす指標です。
現在、本県の立地件数は全国で１６位ですが、交通、情
報通信、住宅、教育等の総合的な立地環境の整備を進め、
全国上位の立地件数を目標に、企業誘致を進めます。

工業の従業者１人当たり付加
価値額
�
�
�
�

製造業における従業者１
人当たりの付加価値額

�
�
�
�

万円

１９９８年

１，０８９ １，１５０ １，２００

県内の製造業の生産性を表わす指標です。
現在、本県は全国で２２位となっていますが、技術開発
等により、生産性の向上を図り、付加価値額の増加を
目指します。

研究開発等事業計画の認定企
業数（累計）
�
�
�
�
�
�
�

中小企業経営革新計画及
び中小企業創造活動促進
法に基づく計画の承認・
認定件数

�
�
�
�
�
�
�

件 １４７ ３７０ ５５０

新商品・新サービスの開発や新技術開発に取り組む中
小企業の状況を表わす指標です。
現在、本県の認定数は全国で１９位ですが、計画期間中
に４倍程度の増加を目指し、中小企業の経営革新や研
究開発を支援します。

�水と大地が育む農林水産業の振興
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

１人当たりの年間米消費量
�
�
�
�

非農家等における年間の
米消費量

�
�
�
�

�
１９９７年度

６３ ６４ ６６

消費世帯における１人当たりの年間の米消費量を表わ
す指標です。
本県は、平成９年度は全国１６位ですが、さらにおいし
い米づくりと米食を中心とした食生活を推進します。

米食味ランキング（コシヒカ
リ）
�
�
�
�
�

�日本穀物検定協会の食
味試験による本県産コシ
ヒカリのランキング

�
�
�
�
�

特A 特A 特A

米の美味しさを食味試験によりランクづけした指標
です。
本県産のコシヒカリは、新潟県と並んで５年連続最高
ランクの特Aに格付けされています。今後ともこの格付
けを維持し、美味しい富山米を提供していくことを目
指します。

水稲基幹施設の整備率
�
�
�
�

水稲の乾燥調整作業を共
同施設で処理できる割合

�
�
�
� ％ ４８ ５４ ６０

米づくりの主要な作業である乾燥調整を共同施設（カ
ントリーエレベーター、ライスセンター）で処理でき
る割合を表わす指標です。
現在の３割増を目標に、低コストで高品質な富山米の
生産を目指します。

担い手が占める経営面積割合
�
�
�
�
�
�
�

個別経営、法人経営及び
生産組織等に集積された
農地、農作業面積の耕地
面積に占める割合

�
�
�
�
�
�
�

％
１９９９年

４５．９ ６０ ７０

農地の担い手への集積割合を表わす指標です。
現在の５割程度の増加を目指し、効率的かつ安定的な
農業経営を推進します。

産業立県
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県 民 指 標 単位 現在
（基準）

２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

認定農業者数
�
�
�
�
�
�
�

優れた技術力等を有する
経営体として、経営改善
計画を市町村長が認定し
た経営体の数

�
�
�
�
�
�
�

経営体
１９９９年

４７４ ９００ １，０００

経営体質の強い担い手の確保の状況を表わす指標です。
地域農業の担い手となる個別経営及び法人経営を、認
定農業者として現在の２倍程度育成し、自主的な経営
努力を支援します。

ほ場整備量（標準３０a)
�
�
�
�

面積の１筆形状を３０a以
上に整備した面積

�
�
�
�

ha ４４，３３５ ４５，２００ ４６，０００
農業生産基盤の整備状況を表わす指標です。
現在の整備量に対し、４％程度の増加を目標としてい
ます。

うち大区画整備量
�
�
�
�
�

面積の１筆形状を５０
a以上に整備した面
積

�
�
�
�
�

ha １，００１ １，５００ ２，０００

特に、農地の利用集積を促進させるための大区画ほ場
の整備状況を表わす指標です。
現在の整備量に対して２倍程度を目標にします。

幹線用排水路の整備量
�
�
�
�
�

農地受益面積２０ha以上の
農業用用排水路の整備延
長

�
�
�
�
�

� ４，１２８ ４，２００ ４，３００

農業基盤の整備状況を表わす指標です。
農業用の用排水機能とともに、地域用水や防災用水の
機能を併せ持つ幹線用排水路について、老朽化に応じ
て計画的に整備を進めます。

幹線農道の整備量
�
�
�
�

幅員５�以上の農道の整
備量

�
�
�
�

� １，４６７ １，５００ １，６００
幹線となる農道の整備状況を表わす指標です。
現在の１割増を目標に、計画的な整備に努めます。

地域資源循環率
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

地域資源（家畜ふん尿、
籾殻等）の堆肥化等に仕
向けた割合（籾殻は、カ
ントリ・エレベータ－、
ライスセンターからの発
生量）

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

％

（家畜ふ
ん尿）

８５
（籾殻）

８０

９０

８５

９０

９０

農業生産から生ずる地域資源の農産物生産への循環状
況を表わす指標です。
家畜ふん尿や籾殻等地域資源の堆肥化と地域での有効
利用を促進し、環境にやさしい農業を展開します。

とやま森林浴の森選定箇所数
�
�
�
�
�

心身をリフレッシュさせ
る場として選定する、森
林浴の森の箇所数

�
�
�
�
�

箇所 ５０ ６０ ６０

自然とのふれあいを通じた環境教育、健康づくりの場
の選定状況を表わす指標です。
新たな適地の選定に努め、県民が心身のリフレッシュ
の場として活用することを目指します。

林道延長
�
�
�
�

民有林内に整備された林
道延長

�
�
�
�

� １，５８６ １，６７０ １，７３０

森林の維持管理と林業経営の低コスト化を促進する林
道網の整備状況を表わす指標です。
計画的な整備に努め、森林資源の持続的な利用に努め
ます。

林業カレッジにおける林業技
術者の養成数（累計）
�
�
�
�
�

林業技術者を養成するた
めに設けられた林業カレ
ッジの講座修了者

�
�
�
�
�

人 ２５ ５０ ７５

林業機械オペレータ－等の林業技術者の養成数を表わ
す指標です。
地域林業の担い手として、県内の森林組合に、林業技
術者を養成し、森林組合の機能強化を目指します。

栽培漁業対象主要魚種の種苗
放流尾（個）数
�
�
�
�

栽培漁業センター等での
稚魚の放流尾（個）数

�
�
�
�

千尾

千個

１９９８年度
ヒラメ

２７０
アワビ

１０４

ヒラメ
２７０

アワビ
１１０

ヒラメ
３３０

アワビ
１４０

つくり育てる漁業の状況を表わす指標です。
ヒラメについては現状の約２０％、アワビについては約
３０％の増産を目標としています。
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県 民 指 標 単位 現在
（基準）

２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

沿岸漁業の生産額
�
�
�
�

県内の漁港等に水揚げさ
れる魚介類の生産額

�
�
�
�

億円

１９９５年～
１９９９年の
５ヵ年平均

８８

９５ １００

沿岸漁業の生産額を表わす指標です。
魚の出荷時期の調整や鮮度保持により付加価値を高め、
計画期間中に生産額の１割の増加を見込んでいます。

�知的でたくましい工業の振興
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

県内企業の特許出願件数
�
�
�
�

年間の新技術・発明・考
案の件数

�
�
�
�

件
１９９９年度
１，０４９ １，１００ １，２００

企業の技術開発の成果を表わす指標です。
独自の高い技術を持つ企業を育成、支援し、出願件数
の増加を図ります。

工業技術センターと企業との
共同研究数

件
１９９９年度

１６ ２０ ２５

工業技術センターと企業との共同による技術開発の取
り組み状況を表わす指標です。
地域に密着した研究テーマについて、共同研究の増加
を図り、企業の技術開発力の向上を支援します。

意匠出願数
（県内の年間の意匠出願数） 件

１９９８年度
４３０ ４７０ ５００

企業のデザイン開発力を表わす指標です。
デザイン性に優れた高機能、感性重視型の企業を支援
し、意匠出願数の増加を図ります。

総合デザインセンター設備の
利用件数
�
�
�
�

総合デザインセンターの
設備を利用する件数

�
�
�
�

件
１９９９年度
１，７４５ ３，０００ ３，５００

企業の総合デザインセンターの利用状況を表わす指標
です。
今後１０年間で利用件数の倍増を目指します。

特定中小企業集積地域におけ
る特定分野の工業出荷額
�
�
�
�
�
�
�
��

砺波・高岡、富山、高岡
の県内３地域における繊
維、金属加工機械、銅器
関連産業のうち、特定分
野の工業出荷額の合計額

�
�
�
�
�
�
�
��

億円 ９０３ １，４００ １，７００

地場産業が集積している地域の特定分野における工業
生産の状況を表わす指標です。
製品の高付加価値化や新商品・新技術開発の支援等に
より、既存の分野から特定分野への移行を誘導し、３
地域内における特定分野の工業出荷額の着実な増加を
目指します。

�商業・サービス業・観光の振興
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

TMO設立数
�
�
�
�
�
�
�

中心市街地の活性化を図
るために設立されたタウ
ンマネージメント機関
（TMO）の設立数

�
�
�
�
�
�
�

団体 ４ １２ １８

中心市街地の商業活性化の進捗状況を表わす指標です。
現在、本県は全国で６番目の設立数となっていますが、
県内９市全てと町の半数で設立されることを目指し
ます。

チャレンジショップの独立開
業者数
�
�
�
�
�

インキュベート施設から
独立し開業した商業者の
数

�
�
�
�
�

人 ３２ ８０ １３０

商業サービス分野における新規開業を表わす指標です。
新規開業希望者に低家賃の貸店舗を提供し、入居者の
５割が独立開業することを見込んでいます。（入居者
数２０人／年、開業者数１０人／年）
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県 民 指 標 単位 現在
（基準）

２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

成長が期待されるサービス分
野の事業所数

１９９９年 サービス分野の事業創出を表わす指標です。

情報通信関連サービス業
の事業所数
�
�
�
�
�
�
�

日本標準産業分類
で、ソフトウェア業、
情報処理提供サービ
ス業の事業所数

�
�
�
�
�
�
�

事業所 １２５ １３５ １４５

情報通信関連サービス分野における事業創出を表わす
指標です。
計画期間中に２割程度の増加を見込んでいます。

環境関連サービス業の事
業所数
�
�
�
�

同上の分類で、廃棄
物処理業の事業所数

�
�
�
�

事業所 １０６ １１５ １２５

環境関連サービス分野における事業創出を表わす指標
です。
計画期間中に２割程度の増加を見込んでいます。

福祉関連サービス業の事
業所数
�
�
�
�
�

同上の分類で、児童
福祉事業、老人福祉
事業の事業所数

�
�
�
�
�

事業所 １８７ ２００ ２１５

少子・高齢化等に対応したサービス分野における事業
創出を表わす指標です。
厚生省の老年人口の見通し等を基に、２割程度の増加
を見込んでいます。

観光客入込数
�
�
�
�

県内の観光地、各観光施
設における入場者数

�
�
�
� 万人

１９９９年

２，６４０ ２，８００ ３，０００

滞在型・通年型観光の促進等、本県の観光振興の成果
を表わす指標です。
本県の自然や歴史、文化資源を活用し、広域観光や国
際観光を推進し、年間３，０００万人を目標に観光客の誘致
増大を図ります。

外国人宿泊者数
�
�
�
�

県内宿泊施設における外
国人宿泊者数

�
�
�
�

人

１９９９年

１９，０００ ２８，０００ ３８，０００

本県の国際観光の進捗状況を外国人宿泊者数で見た場
合の指標です。
国際観光の推進に努め、県内での外国人宿泊者数が２
倍に増えることを目指します。

富山県観光ボランティアガイ
ド数
�
�
�
�

県観光ボランティアガイ
ドの登録者数

�
�
�
�

人 ５６８ ７００ ９００

「ようこそ富山キャンペーン」の展開による県民のもて
なし心の醸成をボランティアガイドの増加で表わす指
標です。
観光ボランティアガイド数を１０年後に９００人とすること
を目標に育成を支援します。

�雇用の安定と勤労者福祉の充実
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

新分野進出等を目指す中小企
業の人材確保、育成等の改善
計画認定数（累計）
�
�
�
�
�
�
�

事業主が新分野進出等に
伴い作成する法に基づく
雇用管理改善計画の認定
数

�
�
�
�
�
�
�

件 １４５ ９００ １，７００

中小企業者の人材の確保・育成や魅力ある職場づくり
への取り組み状況を表わす指標です。
これまでの実績を考慮し、年間１５０件の認定を目標とし
て、雇用の安定と新規雇用の創出を図ります。
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県 民 指 標 単位 現在
（基準）

２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

６０歳から６４歳の就業率
�
�
�
�

６０歳から６４歳の人口に占
める就業者の割合

�
�
�
�

％
１９９５年

５７．１ ６０ ６２
高齢者の雇用促進の状況を表わす指標です。
年金支給年齢の引き上げ等により、今後、就業希望者
の増加が見込まれ、高齢者雇用の促進に努めます。

雇用者全体に占める女性雇用
者比率

％

１９９５年

４２．５ ４３ ４４

女性の就業状況を表わす指標です。
男女雇用均等の推進や仕事と家庭を両立しやすい環境
の整備に努めることにより、就業率が上昇するものと
見込まれます。

シルバー人材センター会員数

人 ９，００２ １０，０００ １１，０００

高齢者の能力活用をシルバー人材センターへの登録人
数で表わす指標です。
全国シルバー人材センター事業協会の２１世紀初頭の目
標会員数１００万人を参考に目標を設定しました。

障害者の法定雇用率達成の企
業割合
�
�
�
�
�

法律で義務付けられた障
害者雇用率１．８％を達成し
た企業の割合

�
�
�
�
�

％ ５５．６ ６２ ７０

企業における障害者の雇用状況を表わす指標です。
計画期間中に達成率が７０％台になることを目標に企業
における障害者雇用の促進に努めます。
（全国平均４４．３％ ２０００年）

技能検定試験の受検者数
�
�
�
�

労働者の技能を検定・公
表する試験の受験者数

�
�
�
�

人
１９９９年
３，２５２ ４，０００ ４，８００

技能検定制度の普及状況を表わす指標です。
現在の５割増を目標に制度を普及し、技能向上を促進
します。

生涯能力開発給付金の支給人
員数
�
�
�
�
�

給付金を利用して、能力
開発を目的とした教育訓
練を受けた人数

�
�
�
�
�

人

１９９９年度

１７，８９６ ２２，０００ ２８，０００

企業における従業員の能力開発の取り組み状況を表わ
す指標です。
毎年、５％増を目標に、企業の継続的かつ体系的な取
り組みを支援します。

県立職業能力開発校訓練生の
就職率
�
�
�
�
�
�
�

県立職業能力開発校にお
ける訓練生の就職率
普通課程：高卒対象
短期課程：離職者対象

�
�
�
�
�
�
�

％

１９９９年度
普通課程

９７
短期課程
５１．７

１００

７０

１００

７５

職業訓練の成果を就職率で表わす指標です。
企業ニーズに対応した訓練科目やカリキュラムの充実
を図り、技術専門学院（高卒対象２年課程）について
は１００％、離転職者対象の各職業能力開発センターにつ
いては、５年後は７０％、１０年後は７５％の就職率を目指
します。

ボランティア休暇の実施率
�
�
�
�

ボランティア休暇を導入
している企業の割合

�
�
�
� ％

１９９９年度

７．４ １６ ２５

企業におけるボランティア休暇の普及率を表わす指標
です。
多様な休暇制度の導入により、労働時間の短縮と社会
貢献活動を促進します。
現在の約３倍、４社に１社の導入を目指します。

年間総労働時間
�
�
�
�

労働者１人平均の年間総
労働時間

�
�
�
� 時間 １，８７１ １，８３０ １，８００

労働時間短縮に向けた取り組みの成果を表わす指標で
す。
本県は、全国平均（１，８４２時間）と比べるとやや長い労
働時間となっています。
今後、有給休暇の取得促進やフレックスタイム制度の
普及促進により、１，８００時間の労働時間を目指します。
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�世界に開かれた県づくり
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

海外との交流を行う学校の割
合
�
�
�
�
�

県内の学校（小学校、中
学校、高校）の海外の学
校との交流実施割合

�
�
�
�
�

％

１９９９年度
高 ４７
中 ２１
小 ３

８０
６０
５

１００
１００
１０

県内の小・中・高等学校における国際交流活動の取り
組み状況を表わす指標です。
小学校の１／１０と全ての中学校、高校を目標に、海外
との学校間交流が進むような環境づくりを目指します。

日本語ボランティアの養成数
（累計）
�
�
�
�
�

�とやま国際センターで
の日本語ボランティア養
成講座の受講者数

�
�
�
�
�

人 ８０ ２８０ ４８０

外国人に配慮した地域づくりを表わす指標です。
県内に在住している外国人に、日本語を教えるボラン
ティアを毎年４０人程度養成することを目指します。

ホームステイ登録者数
�
�
�
�

�とやま国際センターで
の登録者数

�
�
�
�

家庭

１９９９年度

１３６ １６０ １８０

外国人と地域住民との相互理解の促進状況を表わす指
標です。
現在の５割程度の増加を目指し、県民の国際交流を推
進します。

市町村国際交流協会の設置数
�
�
�
�

市町村で国際交流協会を
設置している数

�
�
�
�

１９９９年度

４ ６ ９

国際化の推進体制の整備状況を表わす指標です。
県内の９市全てで国際交流協会が設置されることを目
標に、県民の幅広い分野での国際交流活動の支援体制
を整備していきます。

�国際化の基盤整備
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

伏木富山港の取扱貨物量

千トン

１９９９年
国外
７，１１９

国内
３，６０９

合計
１０，７２８

国外
８，７００

国内
５，１５０

合計
１３，８５０

国外
９，４００

国内
５，６００

合計
１５，０００

環日本海地域における国際港湾としての経済活動を表
わす指標です。
現在、外国との貿易による取扱貨物量は本州日本海側
第２位ですが、今後、環日本海諸国との経済活動のさ
らなる拡大が予想されますので、港湾機能の強化、高
度化を図り、広域国際交流拠点の形成に努めます。

�多彩な国際交流の推進
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

ボランティア通訳の登録者数
�
�
�
�

�とやま国際センターに
おける登録者数

�
�
�
�

人
１９９９年度

２５４ ３００ ３５０
外国人との交流を図る際の利便性を表わす指標です。
県民と外国人の交流や外国人の地域理解の促進に資す
るため、通訳ボランティアの増加に努めます。

とやま名誉大使委嘱数（累計）
�
�
�
�
�
�
�
��

県内に一定期間滞在した
外国人を対象に、世界と
富山県の友好の架け橋を
依頼する名誉大使の委嘱
数

�
�
�
�
�
�
�
��

人

１９９９年度

６５３ １，０００ １，４００

名誉大使を通じて海外と富山県の交流の進展状況を表
わす指標です。
これまでの委嘱状況等を踏まえて現在の２倍程度の委
嘱に努め、海外への情報提供や海外からの情報収集を
進めます。

国際立県
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県 民 指 標 単位 現在
（基準）

２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

民間団体等の国際交流事業の
件数
�
�
�
�
�

県内の企業、民間団体等
が海外の企業、民間団体
等と交流した件数

�
�
�
�
�

件

１９９９年度

２１４ ２６０ ３００

多様で自発的な国際交流活動の状況を表わす指標です。
グローバル化の進展により、様々な団体において海外
との交流がさらに進むと見込まれます。

管内貿易額
�
�
�
�

伏木富山港及び富山空港
で取り扱う貿易額

�
�
�
�

億円

１９９９年

１，８７０ ２，１００ ２，３００

本県と世界各国との貿易動向を表わす指標です。
グローバル化の進展や環日本海地域における中央拠点
の形成により、世界各国との経済交流が拡大すると見
込まれます。

�国際社会への貢献
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

青年海外協力隊、専門家の派
遣数（累計）

人

１９９９年度

１８２ ２３５ ３００

県民の国際協力活動を表わす指標です。
国際立県プランに基づき、現在の２倍程度の派遣を目
指し、県民参加による国際協力を進めます。

留学生受入数
�
�
�
�
�

留学生の数（文部科学省
外国人留学生在籍状況調
査）

�
�
�
�
�

人

１９９９年度

３０３ ３７０ ４５０

本県への留学生の受入れ状況を表わす指標です。
今後、環日本海諸国との交流拡大により、留学生の増
加が予想され、現在の５割程度の増加を見込んでいます。

�環日本海交流の推進
県 民 指 標 単位 現在

（基準）
２００５年
の目標

２０１０年
の目標 説 明

環境協力業務に携わる技術員
の研修交流人数
�
�
�
�
�

環日本海地域との環境技
術研修を目的とした交流
人数

�
�
�
�
�

人

１９９９年

２２ ３０ ４０

環日本海環境協力センターを中核とした、環境協力業
務に携わる技術員の交流状況（県関係機関での派遣お
よび受け入れ人数を含む）を示す指標です。
現在の約２倍の交流人数を目指します。

大連便、ソウル便、ウラジオ
ストク便等の利用者数
�
�
�
�
�
�
�
��

国際定期路線として開設
されている大連、ソウル、
ウラジオストク便及び国
際チャーター便を利用し
た人数

�
�
�
�
�
�
�
��

人

１９９９年度

６４，６０８ ７８，０００ ９４，０００

環日本海地域との交流状況を表わす指標です。
今後、文化、スポーツ、経済、国際観光等の分野で交
流が拡大すると見込まれ、過去の利用者数の推移等を
参考に目標を設定しました。
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